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本レジュメは、2012年2月14日、消費者委員会におけるヒアリングにおいて、私が意見陳述をした際に使用したものに若干の修正を加えたものである。

参照、第81回 消費者委員会 議事録、http://www.cao.go.jp/consumer/iinkai/2012/081/gijiroku/index.html

Ⅰ　消費者の視点
１．規制行政庁とは別に消費者庁・消費者委員会が検討する意義
（１）消費者基本法は、公共料金の決定、認可その他の国の措置に当たり、国は「消費者に与える影響を十分に考慮するよう努めるものとする」と定めている（16条2項）。なお、同項における「国民の消費生活において重要度の高い商品及び役務の価格等であってその形成につき決定、認可その他の国の措置が必要とされるもの」を、公共料金と呼ぶのが通例である
。
　公共料金については、各規制行政庁によって認可や届出等の関与がなされるが、それと並行して、消費者庁・消費者委員会が「消費者の視点が反映されているか」、「消費者・利用者が関与」しているかなどの観点から検討することが極めて重要である。

（２）いうまでもなく、各公共料金の決定については、各事業法によって要件が定められている。上記の消費者庁・消費者委員会の関与の仕組みは、事業者から申請された料金案がそれらの要件を満たすことによって、いわば自動的に決定されるものではないことが前提になっており、これは妥当な考え方である。
　仮にこれらの要件を満たすか否かが、法の解釈によって一義的に決まるのであれば、消費者の視点などは入る余地はないはず。そうではないのは、要件充足が全く客観的に、一義的に決まるものではないからである。
（３）その理由として挙げられるのは、第一に、各公共料金の決定原則を定める規定上の要件は、不確定概念を用いている場合が多いということである。
例えば、電気事業法19条2項1号は、「料金が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものであること」と定めている（道路運送法9条の3第2項1号も、2009年改正で読み替え、上と全く同文）。ここにおける｢能率的｣、「適正な原価」、「適正な利潤」は、経営の視点、または消費者の視点などによって具体的な解釈・運用が変わり得るものである。
第二に、公共料金は、通常、料金水準と料金体系に区別して議論されている。前記の料金決定原則は、前者の料金水準についてのものであって、後者の個別の料金の決定については、裁量の余地、言い換えれば自由度が高いので、政策的な観点から決めることができるとされている。
　２．消費者の立場からの委員の必要性
（１）前述のように、特に消費者の視点からは、消費者庁・消費者委員会が、規制行政庁とは別個に、再検討・点検する意味があるとともに、各規制行政庁における公共料金の決定の過程で、消費者の意思を反映させる手続、消費者が直接参加する手続が要請される。
　　しかし、消費者の利益にかかわる事項を対象とする各規制行政庁の審議会等において、消費者・生活者代表の委員が選任されている例が少ない状況になっている
。
（２）この点については、第一に、公共料金を検討する審議会等において、消費者の立場からの委員を必ず入れる、あるいは委員のうち一定割合は消費者代表とする、等の制度化を図るべきではないかと思われる。
　　その際、消費者の立場にたつということは、単に消費者であればよいというものではなく、自覚的に各種の知識・経験等が要求されるのであるから、適格消費者団体から推薦を受けた者などが望ましい。 
なお、学識経験者は、それぞれの専門的見地からの意見を要求されており、また、実際に、彼らは専門家としての意識で会議に臨むものであるから、自己抑制的になるものであって、消費者としての立場を出しにくいことに留意すべきである。例えば、運輸審議会では、委員6名で、その全員が消費者の目線で議論しているから、消費者代表6名となる、というのは、実態と異なると思われる
。
　　また、実際に審議会等に参加した経験からいうと、消費者代表が1名というのは、全体の中で明らかな少数派になり勝ちであり、また、当該委員に重圧がかかり過ぎる。もう1名、例えば弁護士で消費者活動に参画している者などを加えるということもあってよいのではないか。

　　審議会の多くは、下部組織(例えば分科会、部会等)で検討し、結論を出した上で、上の審議会に出すという仕組みであり、最後の審議会では実質的な審議をしない、一種のセレモニーとなっている。審議会で提案された事項がひっくり返される、重要な点について修正されるということは稀である。したがって、下部組織についても、上記の委員構成や、下記の公聴会、議事公開、資料公開などが要請される。
さらに上の観点からは、適格消費者団体に対し、単純な運営資金ではなく、上記のような委員を養成するための書籍購入・図書の整備・講習会、あるいは弁護士の派遣の費用などを国が配慮することも検討されてよい。

　（３）第二に、上記のほか、公聴会等によって、消費者の立場からの意見を聴取し、かつ、答申等において、それらの意見についての見解(例えば、それらの意見を採用しない場合の理由など)を明示するなど、消費者の意思を反映させる手続をさらに充実する方策を検討すべきであろう。
　（４）第三に、消費者の立場からの意見は、当該事項についての詳細、かつ即時または適時の情報開示が前提になる。例えば、公共料金を審議する会合は、審議会等の下部組織も含め、原則として公開し、かつ料金の妥当性に関する根拠資料（原価の算定資料等）についても、傍聴者にも資料配付・会議終了後即時公表などとする必要がある。また、審議公開が進みつつある現在では、例外として非公開・資料の非公開とする場合を事前に明示し、特定の場合だけ議事非公開とすること、また、資料の非公開は，特に関係事業者からの任意の情報提供があることなどの理由があるので、当該箇所だけ非公開など、具体的に例外を限定することを検討してはどうであろうか。

なお、公開の規定・申し合わせ自体がないという審議会、公的会合があることは疑問である。
　３．自治体の関与する公共料金
公共料金については、国の関与ではなく、自治体の関与の場合も多い。後者の場合の中でも、都市ガス(自治体営の場合)、上下水道など、多くの問題があるように思われる。

それらについて、消費者庁・消費者委員会としても、少なくとも実態調査・検討を行い、問題がある点については意見の公表などをしてもいいのではないか。これは、地方自治の本旨にもとるものとは思われない。
しかし、ここでは上記の問題点の指摘にとどめ、以下では、国の関与にかかる公共料金の問題について述べることとする。
Ⅱ　競争の観点の必要性
「国は、商品及び役務について消費者の自主的かつ合理的な選択の機会の拡大を図るため、公正かつ自由な競争を促進するために必要な施策を講ずるものとする。」（消費者基本法16条1項）
１．独禁法の適用可能性
　（１）公共料金を管轄する規制行政庁の判断とは別に、独禁法の適用の余地があり得る。
　　一般に、料金が不当に高いときは、不公正な取引方法の中の「優越的地位の濫用」（2条9項5号）、また、不当な差別対価・差別的取扱いと認められるときは、不公正な取引方法における同様の規定の適用の可能性がある（「差別対価」＝2条9項2号と一般指定3項、「差別的取扱い」＝一般指定4項）。
　　各種事業法上、料金届出制（後に業務改善命令がある場合もない場合も）や料金認可制が定められている場合であっても、原則として、独占禁止法の諸規定が適用されうると解するのが、多数説の立場である。
　　例えば参照、NTT東私的独占事件＝最判平成22・12・1（届出制のユーザー料金と認可制の接続料金の設定の関係から、それら料金の設定を私的独占に当たるとした事例）

　　具体的には、公取委が排除措置命令を発出することだけでなく、私訴において私人がこれらの規定を根拠に、事業者からの料金支払い請求に対し、不当な高料金の徴収であり、優越的地位の濫用に当たるという理由で、事業者に対し差止請求をすることも可能である（独禁法24条）。
なお、立法論としては、独占禁止法を改正し、現行の「私的独占」に関する規定を変えて、ドイツ・EU型の搾取的濫用規制を（課徴金賦課を伴って）立法することが提案されている
。
（２）地域間、顧客層間で、極端に大きな格差がある場合、上記の独禁法上の優越的地位の濫用、または不当な差別対価の禁止規定が適用される可能性がある（水道料金
、電力料金、鉄道料金など）。
　　そこでは、「合理的に推定される競争価格」という考え方がとられている　＝「推定競争価格」の議論。
　　具体的な判断基準として、「比較市場」基準など(ドイツの独占禁止法では明文で規定されている)
。
　　米国の反トラスト法には、このような考え方はないようであるが、欧州では伝統的に採用されてきた
。
（３）上記のことは、理論的にはあり得ることであるが、実際に、公正取引委員会が調査に入り、違法とすること、または、私人間の訴訟で、上記の点を理由として独禁法違反と判断されることは、極めて例外的な場合に限られるであろう。

しかし、上記の可能性があること等をふまえ、また、公共料金の実態調査の一環としても意味あることであるから、消費者庁として、公共料金についての内外価格差の調査を継続的に、かつより精密に行うべきではないか？
経済企画庁(現・内閣府)で1988年から生計費の内外価格差調査を実施し、内閣府、さらに消費者庁になってからも継続してきたようである
。
しかし、これらはごく簡単なデータしか出ていない。内外価格差は、例えば電力料金について1997年頃盛んに議論されたが
、そこでも各国の特有の供給側の事情、消費者の消費の仕方などをふまえて評価する必要があり、そのためには相当の調査・検討が必要であり、また有益であると考えられる。
　内外価格差調査は、個別の事業分野について他の行政庁でも実施しているところがあり、これらと突き合わせて調査・検討することも有益であろう
。
事業者に対し、少なくとも、何故価格差があるかについての具体的な説明を要求することは重要である。
いわゆるヤードスティック競争の考え方も、事業者間の間接的な競争による経営効率化の促進を狙っている。
２．競争促進策
　　公共料金の決定等に対し、上記のように直接に独占禁止法を適用することとは別に、「公正かつ自由な競争を促進するために必要な施策」（消費者基本法16条1項）を検討すべきである。
以下、具体例をあげるが、これらの市場において、「公正かつ自由な競争」が確保されているか、また、競争を促進するために、どのような措置があるかにいて、公取委や事業法を所管する各行政庁と並んで、消費者庁としても注視・検討し、問題があれば見解を出すべきではないか。
例1：熱源供給サービス市場における電力と都市ガスの競争
消費者の視点からは、競争は、給湯，厨房などに関する住宅におけるすべての熱源の供給サービス市場において行われていると考えられる。この市場では、従来から都市ガスやLPガスの供給事業者が有力であり、これに対し、電力会社はいわば新規参入者として同市場に登場したものである。
2005年の関西電力オール電化警告事件(公取委・関西電力株式会社に対する警告（平成17年4月21日）)において、公取委は、関西電力がオール電化等を採用する住宅開発業者等のみに対する受電室の免除や無電柱化という電力取引における有利な取扱いを、公正な取引方法(旧)４項〔取引条件等の差別取扱い〕に該当し、独禁法違反のおそれがあるとし、今後，このような行為を行わないよう警告した。

この熱源供給サービス市場において、電力会社は新規参入者であるから、ユーザーに対し、料金・品質以外に、何らかの顧客誘引の手段を考えて、いわば隠れた補助を出したという実態がある。
本件事案は、関西電力が第一市場（電力サービス市場）における市場支配力を梃子に、第二市場（熱源供給サービス市場）において競争上の有利性を行使し、顧客を獲得しようとした事例、または競合する都市ガス事業者を排除しようとしたとした事例と捉えることができる
。
本件においては、公取委によって独禁法違反の疑いがあるとされたが、公取委は事前に経産省と連絡し、独禁法違反については「警告」とし、経産省は違法な補助の疑いがあるとして「行政指導」、という対応がなされた（電気事業法19条2項1号・4号、21条1項等）。この経産省の行政指導は、熱源供給サービス市場における電力会社の競争的行為を、電力会社の内部で、規制分野において、一部のユーザーにのみ不当な補助をした行為として捉えたものとも言える。
例2：既存の電力会社と新規参入事業者（PPS）の間の競争
送配電網がボトルネックになっていて、後者は託送に拠らざるを得ないことを制度的にどう変えていくか、という問題　→　現行の会計分離、分社化、資本分離、等々の選択肢。
これと並んで、卸取引市場の活性化という課題もある。
公取委事務総局「電力の制度改革に関する見解」（平成１４年１１月１８日）は、「規制分野を含め既存の電力会社の小売料金等に託送料金を反映させるとともに，請求書等への内訳の表示」を提案していた。米国カリフォルニア州では、ユーザーへの請求書に、送電分、配電分と小売分を分けて書くべきものとされている。
電力の消費者にとって、自分が支払う電力料金の内訳が、発送配電や小売などに分かれていた方が電力サービスの実態を少しでも分かるのであるから、この点を検討することには大きな意義があるように思われる。
例3：光ファイバー敷設に関する競争
電気通信市場においては、光ファイバー敷設に関する競争の促進が政策的課題として議論されてきた。
その具体例として、建築基準法などである程度以上のマンションには、複数の事業者がアクセスできるような、引き込み線や、配電盤(MDF) の設置が望ましいとの意見が以前から出されていた。
最近では、NTT 東西のマンション向けFTTH サービスのうち光配線方式につき、「マンション向け光屋内配線の開放」が検討されている。
情報通信審議会電気通信事業政策部会・ブロードバンド普及促進のための競争政策委員会「ブロードバンド普及促進のための競争政策の在り方について」（平成２３年１０月２７日）
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/joho_tsusin/broadband/02kiban02_03000124.html

「マンション向けFTTH の場合、マンション一棟ごとに一の事業者が契約を獲得する場合が多く、屋内配線の転用が出来ない場合には、既存事業者による顧客のロックイン効果が一層高くなることから、屋内配線を転用する必要性・有用性は戸建て向けFTTH の場合より高いと考えられる。
この点、マンションの設備設置形態は千差万別であり、転用ルールの整理に当たっては、具体的な要望内容を整理する必要がある。現在NTT 東日本とKDDIの間で具体的なマンションにおける相互転用協議を続けている状況にあることから、これを引き続き注視することとし、転用手続や条件等の転用ルールに係る具体的内容が出来る限り速やかに整理されるよう、事業者間協議の一層の促進を図ることが適当である。」

　上記の諸点について、総務省以外に国土交通省(建築基準法など)も関係する可能性があり、競争促進策が遅々として進まない等の事情があれば、消費者庁として検討することもあってよいように思われる。
例4:タクシー料金
（ⅰ）「同一地域同一料金」は否定すべきである。
この1年余で、タクシー料金は、特に大都市圏において、いわゆる低運賃タクシーが減少し、大部分は同一料金になりつつある。これは、不当な低運賃を排除しようという国土交通省の新しい方針に基づくもので、それ自体は不当なものではない
。
しかし、不況脱出のため、以前の「同一地域同一料金」を復活させよう、そのために新しい「タクシー事業法」の制定を働きかけよう、というタクシー業界の声も強い。
「同一地域同一料金」は既に、MKタクシー運賃値下申請却下処分取消請求事件＝大阪地判昭和60・1・31によって、道路運送法の料金規定に違反すると明確に否定されていることであり、また、立法論としても競争の促進という観点から重大な疑問がある。
（ⅱ）現行の７０％ルールは、早急に廃止すべきである。
このルールは、法人事業者の全車両数の７０％を超える申請があった場合にのみ運賃改定を申請できるとするものであって、ある事業者が単独で値下げ申請などをすることができないことになっている。
「運賃改定手続に係る現行のいわゆる『７０％ルール』（運賃ブロックにおける法人事業者の全車両数の７０％を超える申請があった場合に運賃改定の審査を開始する仕組み）については、事業者数等から集合的な処理をせざるを得ないタクシー事業の実態等に鑑み、やむを得ない運用と考えられる。ただし、『７０％ルール』を背景として、事業者間での同調的な運賃引き上げ等を誘発しかねないとの指摘もあることから、中長期的に、これに代わり得る方法についても検討を行う必要がある。」（国交省・交通政策審議会答申（平成２０年１２月１８日）Ⅵ.３．「運賃制度のあり方」（１）②）。
　　この７０％ルールは、道路運送法の料金規定からも、また、カルテルを誘発するものであって、さらに結果として料金競争を減殺していることも明らかで、極めて疑問である
。
（ⅲ）顧客が低運賃タクシーを選択できるような措置
低運賃タクシーが、料金競争をしようにも、顧客が選べる環境が必要であり、「流し」は車体に料金表示するほかはないが、特に駅待ちタクシーについて、タクシー乗り場を分けるなどの措置を検討すべき。事態は逆行しており、新宿西口などかつて別れていた乗り場がなくなり、選べなくなっている。
（ⅳ）一般消費者と大口顧客との料金差
法人等の大口顧客は、特定のタクシー事業者と個別契約で割引の恩恵を受けていると推測され、そうだとすれば割引を受けようのない消費者とのアンバランスが明白である。（この点は、次のⅢで取り上げるべき事柄であるが、タクシー料金の問題としてここで挙げてみた）。
Ⅲ　公共料金それ自体についての論点
１．公共サービスの「原価」を構成する調達コストの適正性
　近年、電気通信事業者、電力事業者、ガス事業者の調達する物品・工事等について、カルテル・談合が行われ、公取委の摘発が続いている。
　　理論的には、これらのカルテルによる不当な高価格を基にして、原価を算定してきたことになる。
これらについて、発注側の電気通信事業者等が損害賠償請求等をして、不当な高価格を回収していると推測されるが、その経緯等について一般に公開すべきであると考えられる。
以前の「電電ファミリー企業」と呼ばれたような、公益事業会社とその調達先企業の間で不当な癒着の疑いがないようにしなければならない。
例1：光ファイバケーブルの製造業者8社による価格カルテル事件＝排除措置命令及び課徴金納付命令平成22・5・21（NTT東西とドコモ向け）
例2：電力用電線等入札談合事件＝排除措置命令及び課徴金納付命令平成22・1・27
送電用の高圧ケーブルにつき、住友電気工業や古河電気工業、昭和電線ホールディングスなど電線製造大手が出資している3社が談合
例3：東京ガス・大阪ガス発注ガス導管工事談合入札事件＝排除措置命令及び課徴金納付命令平成19・12・3

２． 鉄道運賃
（１）平成不況1989年、または1990年以来、一般の消費者価格は下がり続けているのではないか。「価格破壊」が進んでおり、地価等も下がり続けている。この状況下で、鉄道運賃などの据え置きは何故か疑問がある。
（２）定期の料金について、JRは伝統があるからか、かなりの割引率である。これに対し、地下鉄は割引が小さく、割高感がある。地下鉄には設備投資の重荷がかかっているとしても、リピーターへの配慮としていかがか？
また、定期券中途解約につき、以下のような問題提起がなされており、検討に値する問題であるように思われる
。
第一に、関西の鉄道各社においては、定期券の有効開始日から３日目以内の解約については、販売額から経過日数分の往復運賃と手数料を差し引いた残額が返還されるものとされているが、４日目以降の解約については、一切返金されないとの取り扱いとなっている。

→　関東の鉄道各社のように、7日目に延ばすことが提案されている。あるいは、それらの制約をなくして、中途解約の場合、すべて日割り計算で返金することも検討してよいのかもしれない。
　第二に、不要となった鉄道定期券を中途解約する場合、現状では、払い戻しができるのは有効期限が１ヶ月以上残っている場合に限定されている。また、１ヶ月を１日でも過ぎると、次の１ヶ月分を使用したものと計算される（つまり、１ヶ月と１日であれば、２ヶ月分使用と計算される）。

→　この限定をなくすことが提案されている。
（３）スイカ、私鉄のパスモ・カード。これらはプリペイド・カード。これは金利、使い残し・紛失等のリスクを考えれば、最初に割り引く（プレミアム付きにする）のが当然ではないか？
　　今は金利が低くなっているという事情はあろうが、企業としては、サービス提供前に現金が入るのであり、使い残しや紛失などのリスクを消費者が負担することなども考慮すれば、一定のプレミアムをつけるべきではないか。
サービス開始当初は、システムの開発費を回収という意図があったのかもしれないが（ただし、最初の発行で500円徴収するから、これで回収しているとも考えられる）、既に長期間経って利用者も増えており、今はエディなど，ほかの電子マネーを閉め出すほどに成長しているとも聞く。
３．電気通信料金

　　電気通信料金については競争が進展して規制が撤廃・緩和され、現在、公共料金としては、以下の３つがあるが、問題が残っているのは、最後の（３）であると思われる。
（１）NTT東西の「特定電気通信役務」＝　固定電話（加入電話）サービスにつき、プライスキャップ設定。
　加入電話2005年以来、「基準料金指数」より低い水準で推移（音声バスケット）。同年、基本料・施設設置負担金も値下げ。
「ひかり電話」の伸張で、実際には値下げの方向に。
　専用サービスは、IP-VPNなどIP系サービスが伸びて、不可欠性が大きく低下　
→　「特定電気通信役務」から外される。（「電気通信サービスに係る料金政策の在り方について」同研究会報告書2008年）
（２）「基礎的電気通信役務」＝ユニバーサル・サービス料金 
　当初の7円から、2012年1月から5円まで下がる。　原因は、以下の2点にあると推測される。
（ⅰ）支払い単位の番号数が増加。携帯電話、データ通信端末（自販機など）が純増。
（ⅱ）コストは、過疎化などで、固定電話の利用者減。
（３）固定発・携帯着（LM=Land to Mobile）のユーザー料金
　一般には発側キャリアが料金設定を行うが、固定発・携帯着の呼のケースは原則として、携帯側キャリアが料金設定を行う
。
前者は、後者と比べ1.4倍～2.6倍高い。消費者の選択がほとんど働かないから。
ただし、①　携帯料金全体は低下傾向にあり、②　LMのトラフィックは、大きく減少しつつあり（MMが増えている）、全体への影響はさらに小さくなりつつある。③　もっとも差が小さいドコモの場合では、78秒以内ではLM料金は、他の場合（MM,LM）よりむしろ低い。
以上のように、電気通信料金については、上記の（３）の問題が残っているが、全体としては需要増とコストの低下にともなって、料金低下が行われているといえる。
その最大の原因は、①移動通信分野で、キャリア間の競争が相当程度おこなわれていること、②固定通信分野では、NTT東西に対する厳しい規制があること、に求めることができよう
。ただし、地域通信に関する「設備競争」においては、NTT東西が圧倒的であり続けており、この点から、前記（Ⅱ２．例3）で挙げた光ファイバー敷設に関する競争促進策の意義が認められる。
Ⅳ　まとめ（電力料金を例に）
１．電気料金、鉄道料金、国内航空料金などに関しては、現在では、事業者による個別の料金決定に関し、何らかの（代替サービスとの）競争の影響ないし競争対応方針が背後にあり、その適正さをみる際にも、この競争との関連を見るという観点が重要である。

以下、電気料金を例に，具体的に問題点を列挙するが、それらのいずれも、電気事業法や独占禁止法を単純に適用するだけで済む問題ではなく、その解釈・運用において、さらには立法政策において、電力市場における競争秩序をどう形成していくかという観点が不可欠である。
２．電力に関しては、電力各社と新規参入者（PPS）の競争を促進するために、いわゆる発送電分離などの市場構造に関する問題が大前提としてあるが、それと並んで、以下の諸点に留意すべきである。

第一に、IPPと電力各社の間の取引を問題にすることが、小売料金の適正化につながる。例えば、託送料金、常時バックアップの要件と料金、などが問題である
。

第二に、自由化対象需要家との間で締結する長期契約に関する、①長期契約の拘束、②高額の違約金、③新規参入者に切り換えた顧客に対する差別的取扱い、なども問題である
。
第三に、より制度的な問題として、現在までの日本においてみられる電力卸市場の機能不全、これに対する「相対取引」の偏重をやむを得ないと考えるか、かつての英国や米国カリフォルニア州における強制プール制度（卸取引をすべて電力卸市場を通じて行うことを強制する）を採用すべきか、という問題もある。
３．これらにおいても、背後にPPSとの競争があるが、形態としては、電力各社とPPSまたは需要家の間の取引の内容・条件として表に現れるということである。

独占禁止法では、これらの取引内容・条件を、「不当な差別的取扱い」、「優越的地位の濫用」、「不当な拘束条件付取引」などとして類型化しているが、その不当性・違法性は、具体的な競争への影響をふまえて認定される。

消費者の利益・権利は、「公正かつ自由な競争」が仮にあったとすれば実現したであろう取引内容・条件を想定し、それと現実の取引内容・条件を比較検討する、という検討過程から得られる、という考え方は、１つの有力な道筋であると考えられる。

しかし、この観点は、独占禁止法の解釈・適用という場面で一定の意味があるとしても、同時に、前述した電力市場における競争秩序の形成という立法論的課題がより基本的な重要性をもっていると考えられる。
注
� 　「料金や価格の中には、国会、政府や地方公共団体といった公的機関が、その水準の決定や改定に直接関わっているものがあります。これらは総称して公共料金と呼ばれています。税金や社会保険料も公的機関が決めていますが、これはサービスや商品の対価としての料金や価格ではないため、公共料金には含まれません。」


� HYPERLINK "http://www.caa.go.jp/seikatsu/koukyou/towa/to01.html" �http://www.caa.go.jp/seikatsu/koukyou/towa/to01.html� 


　なお、この文章は、消費者庁が生まれる前から、政府（内閣府）において用いられてきたものである。


�　消費者庁調査「平成22年度の具体的施策の実施状況に関する検証及び評価の結果」のP.186以下を参照。


http://www.caa.go.jp/planning/pdf/110708kensho.pdf


� 　前注、消費者庁調査「平成22年度の具体的施策の実施状況に関する検証及び評価の結果」の中の運輸審議会の項を参照（192頁）。


� 　川濵昇「価格スクイズによる排除型私的独占――最判平成22・12・17」ジュリスト1419号106頁以下(2011年)等を参照。


� 　正田彬「独占禁止法における市場支配力のコントロール」ジュリスト1327号116頁以下（2007年）、同「市場支配的事業者の規制制度の必要性」公正取引675号28頁以下（2007年）


� 　水道料金について、この点を指摘したものとして、正田彬＝鈴木深雪『消費生活関係条例』（学陽書房、1970年）220頁以下参照。


� 柴田潤子「市場支配的地位の濫用規制についての一考察」日本経済法学会年報第25号159頁以下（2004年）


。このほか、同氏の一連の研究が多数ある。例えば、柴田潤子「ドイツ電力エネルギー産業における市場支配的地位の濫用規制」エネルギー法研究所報告書『新電気事業制度と競争に関する課題』195頁以下(2006年)。


� これに関する最近のEU競争法についての研究として、以下を参照。


渡辺昭武「EC条約82条における超過価格設定の概念」国士舘法学41号1頁以下（2008年）、同「EC条約82条における超過価格設定の概念の展開」最先端技術関連法研究8号67頁以下（2008年）、同「超過価格設定に対する優越的地位の濫用規制の適用」日本経済法学会年報31号123頁以下（2010年）。


�消費者庁「公共料金の窓」→　「日本の公共料金の内外価格差」（平成23年7月更新）


http://www.caa.go.jp/seikatsu/koukyou/towa/to06.html


消費者庁「円高メリットに関する消費者緊急意識調査結果」（平成23年11月）。�調査結果ＮＲ　⇒　� HYPERLINK "http://www.caa.go.jp/information/pdf/1130kouhyou1.pdf" \t "_blank" �http://www.caa.go.jp/information/pdf/1130kouhyou1.pdf��調査結果本体　⇒　� HYPERLINK "http://www.caa.go.jp/information/pdf/1130kouhyou2.pdf" \t "_blank" �http://www.caa.go.jp/information/pdf/1130kouhyou2.pdf�


� 　電力料金の内外価格差が顕著であること等の議論があり、1997年、当時の佐藤信二通産大臣から、電力会社の垂直分離をも含め検討するとして電気事業審議会の審議が始まった。この間の事情については、舟田「電気事業における託送と『公正な競争』」正田古希祝賀・独占禁止法と競争政策の理論と展開（三省堂、1999年）505頁以下を参照。


� 　総務省では、携帯電話やブロードバンド・サービスなど継続的に公表してきている。


平成22年度については、以下を参照。


�HYPERLINK "http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_01000052.html"�http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban03_01000052.html�


�　参照、舟田「電力産業における市場支配力のコントロールの在り方」ジュリスト1335号95-105頁（2007年）。


なお、都市ガス事業に関する同様の問題として、江口公典「ＬＰガスからの切替顧客に対する一般ガス事業者の「協力費」支払の公正競争阻害性――北海道瓦斯協力費支払損害賠償請求事件――札幌地判平成16・7・29」ジュリスト1306号（2006.2.15）参照。


�　国土交通省・タクシー運賃制度研究会報告書�HYPERLINK "http://www.mlit.go.jp/common/000046879.pdf"�「タクシー運賃の今後の審査のあり方について」�（2009年8月5日）。�HYPERLINK "http://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha03_hh_000063.html"�http://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha03_hh_000063.html�


これに基づき、同年10月、運賃料金の認可の処理方針に関する通達が改正された。


参照、舟田「 タクシーの『低運賃』規制は原点は今でもMKタクシー判決」


http://www.pluto.dti.ne.jp/~funada/0909taxi-teiunchinkiseinoarikata2.pdf


� 　前注の舟田ウェッブサイト・コメントを参照。


� 　適格消費者団体の消費者支援機構関西「鉄道等の定期券中途解約のルールについて」


� HYPERLINK "http://www.kc-s.or.jp/report/report1/2010/img/0827.pdf" \t "_blank" �http://www.kc-s.or.jp/report/report1/2010/img/0827.pdf�


なお、中途解約については、携帯電話の、いわゆる「2年縛り」条項とそれに関する違約金をめぐって、京都消費者契約ネットワークから、平成22年、携帯各社に対し、消費者契約法違反であるとの訴訟が提起されている。ただし、携帯電話のユーザー料金は届け出制に規制緩和されているので、この点には触れない。


� HYPERLINK "http://kccn.jp/tenpupdf/2010/10616docomosojyou.pdf" �http://kccn.jp/tenpupdf/2010/10616docomosojyou.pdf�


http://kccn.jp/tenpupdf/2010/100616kddisojyou.pdf


http://kccn.jp/tenpupdf/2010/20110119softbanksojyou.pdf


� ただし、KDDI、ソフトバンクテレコムの直収電話から携帯へ電話した場合、または00ＸＹを付けてダイヤルし携帯へ電話した場合は、発側キャリアが料金設定を行う。


� 　 詳細は、総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価」を参照。 


�HYPERLINK "http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/kyousouhyouka/index.html"�http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/kyousouhyouka/index.html�


　最新の2010年度についての評価については、下記を参照。


http://www.soumu.go.jp/main_content/000127921.pdf


�舟田「電力市場における市場支配力のコントロール」日本エネルギー法研究所報告書『新電気事業制度と競争政策』（2008年9月）1-41頁


�　具体例として、公取委・北海道電力私的独占警告事件（平成14年6月28日）参照。
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